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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 27(オ)751  原審裁判所名 大阪高等裁判所 

事件名 請求に関する異議 原審事件番号  

裁判年月日 昭和 29 年 2 月 12 日 原審裁判年月日 昭和 27 年 7 月 14 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 8 巻 2 号 448 頁   

 

判示事項 事情変更による契約解除権を認むべき標準 

裁判要旨 いわゆる事情の変更により契約当事者に契約解除権を認めるがためには、事情

の変更が、信義衡平上当事者を該契約によつて拘束することが著しく不当と認

められる場合であることを要し、右の事情の変更は客観的に観察されなければ

ならない。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。 

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

 上告理由第一点乃至第三点について。 

 いわゆる事情の変更により契約当事者に契約解除權を認めるがためには、事情の変更が信

義衡平上当事者を該契約によつて拘束することが著しく不当と認められる場合であることを

要するものと解すべきであつて、その事情の変更は客觀的に觀察せられなければならないこ

とは所論のとおりであるけれども、本件において契約締結の当時と原審口頭弁論終結の時と

の間に戦災等のため、原審認定のような、住宅事情の相違があるからといつて、本件和解につ

き直ちに上告人の解除權を容認しなければならない信義衡平上の必要があるものとはみとめ

られない。従つて右事情変更による上告人の契約解除權を否定した原判決は正当であり、論旨

はその各点につき仔細に判断するまでもなく採用に値しない。 

 よつて民訴四〇一条、九五条、八九条に則り、全裁判官一致の意見を以て、主文のとおり判

決する。 

（裁判長裁判官 霜山精一 裁判官 栗山茂 裁判官 小谷勝重 裁判官 藤田八郎 裁判官 谷村

唯一郎） 

 

 

※参考：判例タイムズ 38 号 57 頁 

 


